
［日本政策投資銀行による低利融資］
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駐車場整備事業

1)自動車駐車場整備事業
市町村が定める駐車場整備計画において
主要な路外駐車場として位置づけられて 政策金利Ⅰ ３０％
いる駐車場（自動二輪車駐車場を含む）
で、駐車台数が２００台以上（機械式駐
車場は５０台以上）のもの

2)自転車駐車場整備事業
一般公共の用に供する自転車駐車場のう
ち、収容台数が５００台以上のもの

※日本政策投資銀行については、株式会社日本政策投資銀行法に基づき、平成

２０年１０月に民営化。そのため、本低利融資制度の適用は平成２０年９月

３０日まで。


